
神戸市の総合事業の課題と今後の方向性について（案） 

 

１．介護予防訪問サービス、生活支援訪問サービス 

・訪問型サービスの対象者について 

 総合事業移行前から訪問介護を利用している方について、これまでは「既にサービ

スを利用している方で、利用の継続が必要なケース」に該当すれば介護予防訪問サ

ービスの利用を暫定措置として可能としていたが、平成 30 年 4 月以降は、ケアプラン

の見直し時にアセスメントの中で、状態像等をもとに必要なサービスを判断する取扱い

に変更する。 

・従事者養成研修の修了者をいかに雇用につなげるかについて 

 従事者養成研修の広報に努めて受講者の確保を図るとともに、研修修了者が事業

所の雇用につながるよう、スタッフ募集中の事業所による説明会を開催するなど効果

的なマッチング支援に努める。 

 

２．住民主体訪問サービス 

・サービス提供及び利用の拡大について 

他市町村の取組みも参考にするとともに、利用しやすいサービスに向けて国へ要望

していく。 

 

３．介護予防通所サービス 

・サービス内容に応じた利用者負担について 

利用者にとって使いやすい料金体系となるよう、サービスに応じた利用者負担に見

直しを行う。今後も必要に応じて利用者負担の見直しについて検討していく。 

 

４．短期集中通所サービス 

・サービスが必要な方への周知について 

市民や関係者へサービスについて周知を進め、必要な方に紹介できるようにしてい

く。また、サービス終了後の地域での受け皿についても充実を図っていく。 

 

５．地域拠点型一般介護予防事業 

・事業者の確保（全小学校区での実施）について 

内容や委託料の見直しを検討し、空白地域については、地域・開催場所・実施団

体のマッチングを進める。 

 

６．居場所づくり型一般介護予防事業 

・箇所数の拡大と周知について 

各区社会福祉協議会や中間支援を行っている NPO 法人などとの連携により、通い

の場を実施している団体への周知を進める。また、紹介できる場所の把握に努める。 

 

７．新たなサービスの検討 

利用者の健康寿命延伸に資するサービスの充実やインセンティブについて検討を

進める。 

資料４ 


